
生命保険を活用した相続対策の完
全ガイド
資産保全と円満な承継を実現する戦略的フレームワークをご紹介します。相続税の軽

減から納税資金の確保、そして争族を防ぐ円満な資産承継まで、生命保険を活用した

包括的な相続対策をわかりやすく解説します。



生命保険と相続税の基礎原則

契約形態の重要性
生命保険金に課される税金は「誰が保険料を負担し、誰が保険金を受け取ったか」という契約形態によって決定

されます。

相続税：契約者＝被保険者（相続対策の基本形）

所得税：契約者＝受取人

贈与税：契約者・被保険者・受取人がすべて異なる場合

死亡保険金の非課税限度額
生命保険の最大の税制優遇措置は非課税限度額です。

500万円×法定相続人の数
法定相続人には相続放棄者も含まれる

養子は実子がいる場合1人、いない場合2人まで

適切な契約形態を選択することで、相続税を最小限に抑えながら、円滑な資産移転を実現できます。特に非課税限度額の活用は、相続対策の基本となります。



相続税の二段階構造：二重の盾

1,500万円
保険金の非課税枠

法定相続人3人の場合の生命保険金非課税
枠（500万円×3人）

4,800万円
相続税の基礎控除

法定相続人3人の場合の基礎控除額（3,000
万円+600万円×3人）

第一の盾：保険金の非課税枠

まず、生命保険金に対して非課税枠（500万円×法定相続人の数）が適用され
ます。

第二の盾：相続税の基礎控除

非課税枠を超えた保険金が他の相続財産と合算され、その合計額に対して相

続税の基礎控除（3,000万円+600万円×法定相続人の数）が適用されます。

この二段階の仕組みにより、保険金額が非課税枠を超えても、遺産総額が基礎控除の範囲

内であれば、結果的に相続税がゼロになるケースも少なくありません。二重の盾を活用し

た戦略的な保険設計が重要です。



納税資金の確保：即時流動性による資産保全

相続税は被相続人の死亡を知った日の翌日から10ヶ月以内に、現金で一括納
付することが原則です。

しかし、被相続人の死亡と同時に銀行口座は凍結され、遺産分割協議が完了するまで

預金を引き出すことはできません。

生命保険の優位性

死亡保険金は、受取人が保険会社に請求すれば、通常1週間程度で
直接振り込まれます。遺産分割協議を待つ必要がありません。

レガシー資産の保全

生命保険は、納税を円滑にするだけでなく、先祖代々の土地や事

業用の不動産など、本来手放したくない「レガシー資産」の投げ

売りを防ぎます。

納税資金の不足は、せっかく築いてきた家族の大切な資産を失うリスクにつながります。生命保険を活用することで、こうした事態を未然に防ぎ、

資産の保全と円滑な承継を両立させることができます。



円満な承継の設計：特定の相続人への確実な資産移転

受取人固有の財産

法律上、生命保険の死亡保険金は「受取人

固有の財産」と解釈されます。

遺産分割協議の対象外

保険金は被相続人の遺産（相続財産）には

含まれず、相続人全員で行う遺産分割協議

の対象外となります。

確実な資産移転

被相続人は特定の人物に、他の相続人の同

意や干渉なしに、確実かつ円滑に資金を渡

すことができます。

生命保険は、契約者と保険会社との間の私的な契約として機能し、その効力は強力で、遺言書の内容よりも優先される場合が多く、「私的

な遺言」としての役割を果たします。

この特性を活用することで、事業承継者や介護を担った相続人など、特定の相続人に対して、確実に資産を移転することができます。相続争いの原

因となる不公平感を未然に防ぐことにもつながります。



分割困難な資産の公平な分配：代償分割へ
の活用

問題点

遺産の大部分が自宅や事業用不動産といった単一で分割が難しい資産で占められ

ている場合、相続は困難を極めます。

不動産の共有名義は将来のトラブルの種

売却は被相続人の意思に反する可能性

一人の相続人が単独相続すると不公平感

解決策：代償分割と生命保険

不動産を相続する相続人を受取人とする生命保険に加入しておきます。相続発生

後、その相続人は受け取った保険金を原資として、他の相続人に対して代償金

（現金）を支払うことで、実質的な相続価値を均等にすることができます。

代償分割の資金を事前に確保しておくことで、不動産などの分割困難な資産を無理に

分けることなく、かつ相続人間の公平性を保ちながら、円満な相続を実現することが

できます。



遺留分：原則に対する重大な例外

原則として、死亡保険金は「受取人固有の財産」であるため、他の相続人が主張できる最低限の相続分である「遺留分」の請求対象にはなりませ

ん。

しかし、平成16年10月29日の最高裁判所決定は、特定の相続人への保険金支払いが、他の相続人との間で「到底是認することができない
ほどに著しい」不公平を生む「特段の事情」がある場合には、例外的にその保険金を遺留分算定の基礎となる財産に含めることができ

る、という判断を示しました。

遺産総額に対する保険金の比

率

最も重要な判断要素とされています。

保険金額が遺産総額に比べて著しく高

額な場合、「特段の事情」に該当する

可能性が高まります。

被相続人と各相続人との関係

親子関係や兄弟関係など、被相続人と

各相続人との間の関係性や生活実態も

考慮されます。

受取人の特別な貢献

受取人が被相続人の介護や事業の手伝

いなどで特別な貢献をしていた場合、

それが考慮されることがあります。

生命保険は「極めて耐性の高い盾」であって「無敵の盾」ではないと理解すべきです。過度に偏った設計は、将来的に遺留分の問題を引き起こす

可能性があることを念頭に置いておくことが重要です。



受取人指定の落とし穴とベストプラクティス

法定相続人以外を受取人に指定するコ
スト

500万円×法定相続人の数の非課税枠が一切
適用されなくなる

その受取人が支払うべき相続税額が2割加算
される

「時代遅れの受取人」という罠

離婚や死別といった大きなライフイベントの後

に、保険の受取人指定を見直さないことは、悲

劇的な結果を招く典型的な失敗です。

「契約が王様である」原則

遺言書は、生命保険契約の受取人指定を覆すことはできません。保険契約は独立した法的文書であ

り、それ自体の効力が優先されます。

生命保険の受取人指定は、定期的な見直しが不可欠です。特に結婚、離婚、子どもの誕生、親族

の死亡などのライフイベント後には必ず確認しましょう。

受取人指定は生命保険の効果を最大化するための重要な要素です。法定相続人を受取人に指定することで

非課税枠を活用し、適切なタイミングで見直すことで想定外のトラブルを防ぎましょう。



最適な保険商品の選択

1 保障の確実性

相続対策においては、被保険者がいつ死亡しても必ず保険金が支払われる「終身保

険」が標準的な選択肢です。

2 支払方法

一時払：まとまった現金を直ちに税制上有利な資産に転換したい場合に最適

平準払：若い世代が時間をかけて資産を形成していく場合に適している

3 コスト vs 柔軟性
低解約返戻金型終身保険は、保険料払込期間中の解約返戻金を低く抑えることで、

割安な保険料を実現します。死亡保障の確保という点ではコスト効率が良いです

が、被保険者の生前に資金が必要になった場合の流動性が低いというリスクがあ

ります。

単一の「最善」の保険商品は存在しません。商品の選択は、個々の状況と戦略目標によっ

て完全に決定されます。ご自身の年齢、健康状態、資産状況、相続計画などを総合的に考

慮し、専門家のアドバイスを受けながら最適な商品を選択することをお勧めします。



相続対策の戦略比較と2024年税制改正の影響

生命保険

非課税枠により課税財産を直接圧縮。極めて高

い流動性と争族回避効果。2024年以降も直前対
策として極めて有効。

不動産活用

評価額の圧縮により節税。流動性は低く、遺産

分割の争いの原因になりやすい。購入・手続き

に時間がかかる。

生前贈与

暦年贈与や各種特例を利用。2024年1月以降、
相続開始前7年以内の贈与は相続財産に加算さ
れるため、直前対策としての効果が低下。

生命保険は「税負担の軽減」「納税資金の確保」「円満な資産承継」という相続対策における3大課題を同時に解決しうる、極めて多機能で強力な金融商品です。

特に2024年の税制改正により、生前贈与の効果が相対的に低下した現在、生命保険の戦略的重要性はかつてなく高まっています。資産規模や家族構成に応じた最適
な戦略を、専門家と相談しながら構築することをお勧めします。


